
























































































順位 漏洩人数 業種 原因
1 99万5,023 公務（他に分類されないもの） 管理ミス
2 76万6,356 公務（他に分類されないもの） 管理ミス
3 65万3,424 卸売・小売業 不正アクセス
4 34万9,827 金融・保険業 管理ミス
5 29万1,338 公務（他に分類されないもの） 管理ミス
6 26万9,350 金融・保険業 管理ミス
7 26万2,781 公務（他に分類されないもの） 管理ミス
8 25万4,677 金融・保険業 管理ミス
9 23万2,970 情報通信業 内部犯罪・内部不正行為


























































































































（20）Raphael Franze, Privacy Standards for Web Sites: Web Seals, THE INTERNET 
LAW JOURNAL 5 February (2001). http://tilj.com/content/ecomarticle02050103.
htm　（現在はhttp://web.archive.org/web/20040402165328/http://tilj.com/content/
ecomarticle02050103.htmで閲覧可能）
（21）Paolo Balboni, Model for an Adequate Liability System for Trustmark 
































（23）The American Bar Association, Addressing Disputes in Electronic Commerce, 
Final Recommendations and Report of e American Bar Association's Task Force on 
Electronic Commerce and Alternative Dispute Resolution in cooperation with the Shidler 





































































（31）EU 諸国におけるトラストマーク類を概観するものとして、Jan Trzaskowski, 
E-Commerce Trustmarks in Europe : An Overview and Comparison of Trustmarks 




























EHI bvh Label http://www.shopinfo.net/
Euro-Label 
Germany http://www.ehi.org/




イタリア Euro-Label Italy http://www.eurolabel.it/
ルクセンブルグ e-commercecertiﬁed http://www.eurolabel.it/
マルタ Euro-Label Malta http://www.eurolabel.gov.mt/












































EU-15カ国平均 16 83 1
Belgium 12 86 1
Denmark 36 64 0
Germany-West 22 77 1
Germany-Total 21 78 1
Germany-East 18 82 0
Greece 3 96 1
Spain 9 91 0
France 12 87 1
Ireland 17 83 0
Italy 7 93 0
Luxembourg 26 75 0
The Netherlands 31 69 0
Austria 17 82 1
Portugal 4 97 0
Finland 23 77 0
Sweden 37 63 0
United Kingdom 25 75 0





























































































EU-15ヶ国平均 48 27 36 23 38 16 23 1 1
Belgium 53 20 35 14 32 8 25 1 2
Denmark 41 19 33 18 33 8 31 0 0
Germany-West 38 32 40 21 41 18 24 0 1
Germany-Total 38 32 40 21 42 20 23 0 1
Germany-East 39 31 39 21 43 28 18 1 1
Greece 50 23 36 8 27 10 25 3 0
Spain 61 32 29 31 41 8 9 0 2
France 51 20 44 25 36 16 21 0 0
Ireland 45 24 21 18 21 8 31 1 2
Italy 61 26 32 19 43 11 21 2 0
Luxembourg 61 31 42 19 34 15 16 2 2
The Netherlands 39 23 35 18 37 15 30 2 1
Austria 35 22 26 13 25 19 34 2 0
Portugal 54 30 46 29 24 18 13 0 0
Finland 36 24 34 18 38 28 25 0 2
Sweden 47 17 38 17 40 11 26 0 1
United Kingdom 58 29 34 24 37 19 24 1 1



































（35）Source: European Union, Press Release, Frequently asked questions on the proposed 
































（36）Balboni, supra note 21, 155.



















guidelines、Eurolabel、Trusted Shops、Global Trustmark Alliance、
Webtrader等によるものがあるが、これらの内容と態様はまちまちであった。










（39）European Parliament, Consumer Confidence in the Digital Environment, Brieﬁng 






























（41）Global Business Dialogue on Electronic Commerce) ,  Summar y of 
Recommendations Affecting Consumer Confidence (2000), 68-70. http://www.gbd-e.org/
ig/cc/Consumer_Conﬁdence_Summary_of_Recommendation_Sep00.pdf
（42）参加した団体は、Telefonica、Ford、Intel、Test Achat、Daimler Chrysler、
GBDe (Global Business Dialogue on e-commerce)、AOL、Microsoft、ABNAMRO 
Bank、Barclays、TrustUK、UNICE、France Telecom、Centro de Arbitragem de 
Lisboa、VISA、BEUC (European Consumers Organisation)、Vivendi、EUROISPA 
(European Internet Service Providers Association)、Hewlett Packard/GBDe、
Eurochambres、Eurocommerce、ICRT (International Communications Round 
Table)、FEDMA (Federation of European Direct Marketing)、Clicksure、ECP.
NL (Electronic Commerce Platform Nederland)、 ICC (International Chamber of 
Commerce)、Direct Line Services、Procter & Gamble、Division System Planning の
各団体である。
（43）http://www.beuc.org/
（44） 2007年 に UNICE は Business Europe と 改 名 し た。http://www.businesseurope.
eu/





































































































































































（46）The European Consumers Organization, supra note 45, 13-17.
（47）Commission of the European Communities, Commission Staff Working Document: 
Consumer Conf idence in E-Commerce: Lessons Learned from the E-Conf idence 


































（48） Commission of the European Communities, supra note 47, 8.
（49） Trzaskowski, supra note 31, 15-18.
（50） PAOLO BALBONI, TRUSTMARKS IN E-COMMERCE: THE VALUE OF WEB SEALS 
AND THE LIABILITY OF THEIR PROVIDERS 65-188 (2009).
（51） 石井夏生利「情報セキュリティ監査人の責任」九州国際大学法学論集14巻３号（2008
年）264頁以下。
（52） Balboni, supra note 50, 46-48.
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・認証機関自身のアカウンタビリティ
　認証機関の独立性と審査過程の公平性は、第三者認証を行う機関としては必
須の要件である。もとより認証機関自体が民間事業者である場合には一定の営
利性の制約は免れないが、公認会計士等の監査人の業務も営利的性質を有する
ことにかんがみると、民間事業者が認証業務を行うこと自体は不可能ではない
であろう。問題は営利的性質を有するがゆえに審査過程に不公正が生じること
であり、特に当該認証機関の資本関係から特定の事業者に対する審査だけ甘く
するということがあってはならない。
認証を受けた事業者の積極的なモニタリングと認証機関の執行力は、認証自
体を常に最新のものにするために必要とされる。認証は期限つきのものとして
更新する必要があり、その過程で認証を受けた事業者が認証プログラムを遵守
していなかったり、詐って認証を受けていたことが発覚したりした場合には、
認証の保留や取り消しも含めた積極的な措置を発動する必要がある。
冒頭で触れた大日本印刷の個人情報流出事故に対して、JIPDECは2007年３
月23日に改善要請の処分を決定し、臨時監査の実施、事故原因の特定、リスク
に対する対応策の検討等の６項目について１ヶ月以内に改善し、その結果報告
を求めると共に、６ヶ月の観察期間を設けて、適切な運用が確認できない場合
は認定を取り消すとした 
（53）
。大日本印刷に対するプライバシーマークの認定取消
にまでは至らなかったため流出規模の割に処分が軽いという批判も受けたが 
（54）
、
その後改善状況の最終確認調査を実施して必要な対応策を展開していることが
確認できたとして、９月22日に６ヶ月の観察期間を終了した 
（55）
。
　プライバシーマーク制度の問題点の一つは、本稿でみてきたようなトラスト
マークに類似する制度であるにもかかわらず、JASマークのような規格証票
であるかの如き印象を消費者に与えている点であろう。JIPDECの消費者向け
（53） http://privacymark.jp/news/20070323/HP_dainihonnjikokouhyou070323.pdf
（54） 『日経新聞』2007年３月23日。
（55） http://privacymark.jp/news/20070927/dainipponinsatsu_070927.pdf
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リーフレット 
（56）
においても、「『プライバシーマーク』のロゴの使用を認められた
企業は、プライバシーマークの認定制度により、個人情報の取扱いに関して適
切に保護措置を講じていることが認められた企業です。このため、このマーク
を使用している企業は、個人情報の取扱いが適切であるということが容易に判
断できます。安心して個人情報を提供するためにもプライバシーマークの確認
をしましょう」という表現をしている。認証機関であるJIPDECは、プライバ
シーマークの使用を事業者に認めることを通じて、企業の個人情報の取扱いが
適切であるかどうかを消費者が判断するにあたって消費者に重要な判断材料・
基準を提供するだけではなく、「（プライバシー）マークを使用している企業は、
個人情報の取扱いが適切であるということが容易に判断でき」るとアピールし
ているわけである。消費者向けリーフレットにおいてはJIPDECが品質保証に
類似する個人情報の適正な取り扱い・保護に関する一定の保証を行うかのよう
な表現はたくみに回避されており、「容易に判断」するかどうかは最終的には
消費者の自己責任であるかのようにも読めるが、事業者を推奨したり、事業者
が提供する商品・サービス等の内容・品質を保証したり、事業者の経営内容を
保証したりするものではないことを明記する必要があるのではないか。
また、官公庁の情報システム等の調達仕様書や入札説明書においては、プラ
イバシーマークの取得が入札の条件になっている場合が少なくない。このた
め、プライバシーマークの取得自体に法的強制力はないものの、プライバシー
マークを取得することは事実上情報システム関係の事業者にとって必須となっ
ている。このため、プライバシーマークを取得する企業からみれば、当該マー
クの表示に対して消費者が個人情報の取扱い・保護に関する一定の信頼を置く
ことが期待されそれが取得のインセンティブの一部になるというトラストマー
ク本来の意義をこえて、プライバシーマークの取得が事実上義務化しつつある
といってよい。
（56） http://privacymark.jp/reference/pdf/leaﬂet.pdf
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このような状況にかんがみると、わが国でも認証機関そのものの規制の是非
（認証機関を認証する機関の必要性とあり方）を含めて、認証機関の法的責任
について議論を行うべき時期にきているといえよう。少なくとも、消費者が信
頼できるトラストマーク制度を普及させるためには、消費者に対するトラスト
マーク認証機関の法的責任のあり方を検討する必要があるのではないかと思わ
れる。
４．おわりに
　2009年８月30日、衆議院議員総選挙が行われ、連立政権与党の自由民主党と
公明党は民主党に惨敗を喫した。選挙前には300議席を有していた自由民主党
は181議席を失い、連立与党の公明党は小選挙区における議席を失った。これ
によって自公連立政権は下野し、民主党を中心とする連立政権が誕生すること
になった。これによって、自己点検評価・第三者認証制度に代表される「規制
緩和」は、にわかにその行方が不透明になってきている。
　自由民主党は、先進民主主義各国の中で例外的にイタリアの政治学者サル
トーリのいう一党優位制を維持し続けてきたが、その過程において、日本では
中央政府による経済活動への積極的関与・規制・介入を特色とする「護送船団」
型の経済成長が図られ、同時に「国土の均衡ある発展」を目標として中央政府
から地方政府への補助金交付を主な手段とする中央政府の地域間格差是正政策
が取られてきた。高度経済成長は1960年代まで顕著であった日本政治における
イデオロギー対立を希釈化させ、政権党である自由民主党は経済的利益の配分
とその極大化を通じて国民の各層から安定的な支持を獲得して、多岐にわたる
理念と総花的な政策を掲げる包括政党としての性格を強めていった。また地方
政府への補助金交付を手段とする大規模な公共事業の実施は、政策形成の過程
において中央省庁の官僚、国会議員を中心とする政治家、地方自治体の首長等
の利益を相互に表出・調整する機会を増加させ、「政財官」のトライアングル
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やいわゆる「族議員」を誕生させる素地ともなった。
　しかしこのような政策は、右肩上がりの経済成長時代の終焉と共にその限界
と問題点を露呈するようになり、特に大規模な公共事業の実施を中心とする中
央政府から地方政府への補助金交付によって国・地方ともに財政が疲弊するよ
うになっていく。これに対しては歴代の政権によって行財政改革が試みられた
が、本格的な改革は、2001年に内閣総理大臣に就任した小泉純一郎の手によっ
て進められた。小泉純一郎政権の改革は、2001年４月の自由民主党総裁選挙に
おける「自民党をぶっ壊す」という発言が象徴するように、自民党自身を含む
既得権益の解体をめざすものであった。
　小泉政権は、「構造改革なくして景気回復なし」をスローガンとして、道路
関係四公団・石油公団・住宅金融公庫などの政府特殊法人を民営化し、小さな
政府を目指す「官から民へ」の改革を推進すると同時に、国と地方の三位一体
の改革（①国庫補助負担金の廃止・縮減、②税財源の移譲、③地方交付税の一
体的な見直し）を含む「聖域なき構造改革」を打ち出し、とりわけ持論である
郵政三事業の民営化を「改革の本丸」とした。官邸主導の政策決定過程が確立
し、経済財政諮問会議の「骨太の方針」に基づく予算配分が行われるようになっ
て官邸のリーダーシップが強化され結果、与党の政策決定過程における発言力
は低下した。小泉純一郎の内閣総理大臣の在任期間は1980日で、第２次世界大
戦後の内閣総理大臣としては佐藤栄作、吉田茂に次ぐ第３位である。小泉首相
の言説は、日本国内でも「ワンフレーズ・ポリティックス」との批判を受けた
が、「国民がなにを望んでいるかをいち早く見抜き、それを実にあっさりと簡
単な一語で示してしまう」という「特異な才能」 
（57）
が長期政権を支える一因であっ
たことには間違いない。しかし、小泉内閣以後の内閣では、「ワンフレーズ・
ポリティックス」に隠された矛盾が噴出するようになっていく。
　小泉内閣の後をうけた安倍晋三内閣は、小泉内閣とは一転して「美しい日
（57） 保阪正康『戦後政治家暴言録』（中央公論新社、2005年）195頁。
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本」という抽象的なキーワードを政権の目標として掲げる。しかし、当初小泉
政権の後継者として高い支持を獲得した安倍内閣に対する支持率は次第に低下
していく。世論が当初安倍政権を支持したのは、小泉政権における官房長官と
しての拉致問題におけるリーダーシップ発揮ぶりに、小泉流のトップダウン型
リーダーシップの後継を期待していたからであろう。しかし経済政策に関して
は、安倍首相の著書『美しい国へ』 
（58）
において「わたしは、小さな政府と自立し
た国民という考えには賛成だが、やみくもに小さな政府を求めるのは、結果的
に国をあやうくすると思っている。国民一人ひとりにたいして温かいまなざし
を失った国には、人は国民としての責任を感じようとしないからだ。そういう
国民が増えれば、確実に国の基盤はゆらぐ。」と述べられているように、安倍
政権は小泉政権の推進した小さな政府を目指す「官から民へ」改革路線に決別
する意思を示した。自民党総裁としての安倍首相は、郵政民営化法案に反対し
た結果2005年衆議院議員選挙において自民党の公認が得られず自民党離党を
余儀なくされた議員を、自民党に復党させている。
　安倍政権以後の福田政権、麻生政権においては、自民党内における小泉改革
に対する評価がさらに迷走する。小泉改革の結果、社会階層間格差と地域間格
差が拡大したとする「格差社会論」は小泉政権においても指摘されていたが、
小泉首相退任後の自民党政権にとっては深刻な問題を惹起するものであった。
それは、政権連続性という観点と2005年総選挙の圧勝に示される小泉改革に対
する世論の圧倒的支持に対する配慮から、にわかに小泉改革路線に対する決別
を公然と表明することができず、その反面で従来の自民党支持基盤の離反（郵
便局、農村、建設土木業界）が鮮明になり、自民党内部においても大きな政府
（小泉批判）派と小さな政府（上げ潮路線、小泉改革路線支持）派の対立が深
刻になっていったからである。自民党は、2005年総選挙の圧勝によって支持基
盤を旧来の農村・地方部の住民や建設土木業関係者から都市における中産階層
（58） 安倍晋三『美しい国へ』（文春新書、2006年）。
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にシフトすることに成功し「石田ビジョン」 
（59）
以来の課題の克服をなしとげる
が、同時にそれは包括政党としての地位の喪失を意味していたのであった。
　民主党は、2009年総選挙を政権交代の選挙として位置付け、総選挙における
勝利を前提として、鳩山政権の政権構想となるマニフェストを公表した 
（60）
。民主
党マニフェストにおいては、霞ヶ関の解体と地方分権が大きな柱として位置づ
けられている。すなわち、マニフェストの５原則においては、「原則４　タテ
型の利権社会から、ヨコ型の絆（きずな）の社会へ。」、「原則５　中央集権から、
地域主権へ。」という扱いを受けており、原則を実行する５策の中でも、「第５
策　天下り、渡りの斡旋を全面的に禁止する。国民的な観点から、行政全般を
見直す「行政刷新会議」を設置し、全ての予算や制度の精査を行い、無駄や不
正を排除する。官・民、中央・地方の役割分担の見直し、整理を行う。国家行
政組織法を改正し、省庁編成を機動的に行える体制を構築する。」として、官・
民、中央・地方の役割分担の見直し、整理が挙げられている。
　また、これらの政策を具体的に実行する政策項目の中でも、次のように具体
的な方法が記述されている。
・政策項目27　霞が関を解体・再編し、地域主権を確立する
【政策目的】
○明治維新以来続いた中央集権体制を抜本的に改め、「地域主権国家」へと
転換する。
○中央政府は国レベルの仕事に専念し、国と地方自治体の関係を、上下・主
従の関係から対等・協力の関係へ改める。地方政府が地域の実情にあった
行政サービスを提供できるようにする。
○地域の産業を再生し、雇用を拡大することによって地域を活性化する。
（59） 石田博英「保守政治のビジョン」『中央公論』1963年１月号（1963年）。
（60） http://www.dpj.or.jp/special/manifesto2009/index.html
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【具体策】
○新たに設立する「行政刷新会議（仮称）」で全ての事務事業を整理し、基
礎的自治体が対応可能な事務事業の権限と財源を大幅に移譲する。
○国と地方の協議の場を法律に基づいて設置する。
○国から地方への「ひもつき補助金」を廃止し、基本的に地方が自由に使え
る「一括交付金」として交付する。義務教育・社会保障の必要額は確保す
る。
○「一括交付金」化により、効率的に財源を活用できるようになるとともに
補助金申請が不要になるため、補助金に関わる経費と人件費を削減する。
・政策項目28　国の出先機関、直轄事業に対する地方の負担金は廃止する
【政策目的】
○国と地方の二重行政は排し、地方にできることは地方に委ねる。
○地方が自由に使えるお金を増やし、自治体が地域のニーズに適切に応えら
れるようにする。
【具体策】
○国の出先機関を原則廃止する。
○道路・河川・ダム等の全ての国直轄事業における負担金制度を廃止し、地
方の約１兆円の負担をなくす。それに伴う地方交付税の減額は行わない。
民主党のマニフェストに掲げられている中央政府の解体と「地域主権」への
転換は、はたして実行可能なものであろうか。政府による法規制に代わる適切
な手段が確実に担保されないまま規制緩和が先行した状況は、結局、自民党政
権のみならず公秩序への国民の信頼感を失わせる一因ともなった。しかし、規
制緩和か規制強化かという単純な二元論的議論に陥らずに、公権力による規制
を背景とした法秩序から、自助・自立を背景とした法秩序を形成していくこと
は、「しがらみ」を断ち切ると宣言している民主党政権にとっての大きな課題
である。また、最適な政府規模はどのようなものか、地方への分権を進めつつ
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地方間格差の拡大を防止することは可能か、地域間格差を最適なものに抑えつ
つ国際的競争力を維持することは可能かなど、民主党政権には多くの課題が待
ち受けており、認証機関の法的責任のあり方についても政府による法規制に代
わる適切な手段の一環として再検討することが求められているといえよう。
※本稿は、独立行政法人科学技術振興機構（JST）社会技術研究開発センター
（RISTEX）平成18年度社会技術研究開発事業研究開発プログラム「ユビキ
タス社会のガバナンス」採択『企業における情報セキュリティの実効性ある
ガバナンス制度のあり方』（研究代表：林紘一郎・情報セキュリティ大学院
大学学長）の研究成果の一部である。
